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【手続補正書】
【提出日】平成26年4月10日(2014.4.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
【図１】本発明に係る一実施形態の測色装置の概略構成を示すブロック図。
【図２】本実施形態の波長可変干渉フィルターの平面図。
【図３】本実施形態の波長可変干渉フィルターの断面図。
【図４】他の実施形態の波長可変干渉フィルターの概略構成を示す断面図。
【図５】他の実施形態の波長可変干渉フィルターの概略構成を示す断面図。
【図６】本発明の電子機器の他の例であるガス検出装置の概略図。
【図７】図６のガス検出装置のブロック図。
【図８】本発明の電子機器の他の例である食物分析装置の構成を示すブロック図。
【図９】本発明の電子機器の他の例である分光カメラの概略図。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４２】
　一方、可動基板５２は、可動部５２１から固定基板５１側に突出する突出部５２５と、
電極形成凹部５２６とを備えている。ここで、突出部５２５の突出先端面（突出面５２５
Ａ）は、本発明の第一反射膜固定面を構成し、電極形成凹部５２６の底面５２６Ａは、本
発明の第一電極面を構成し、底面５２６Ａは、突出面５２５Ａよりも固定基板５１からの
距離が大きく形成されている。
　そして、底面５２６Ａには、フィルター平面視において、固定電極５６１と重なる位置
に、固定電極５６１に電極間ギャップＧ２を介して対向する可動電極５６２が設けられて
いる。また、突出面５２５Ａには、固定反射膜５４に反射膜間ギャップＧ１を介して対向
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する可動反射膜５５が設けられ、この可動反射膜５５は、突出面５２５Ａから底面５２６
Ａの一部に亘って設けられている。そして、可動反射膜５５の外周部は、可動電極５６２
の内周部に積層され、積層部５７Ａを構成する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図８】
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